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研修の内容

1. 令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検結果につ
いて

2. ケアプラン点検を通じて運営基準に関連して留意していただ
きたいこと

3. 福祉用具をめぐる運営基準等の留意事項

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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1.令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケ
アプラン点検結果について
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令和6年度のケアプラン点検内容

各事業所1つのケアプランから、全146名分のケアプラン点検
（居宅介護支援、介護予防支援）を行いました。

抽出条件

➢福祉用具貸与を位置付けているプランであって、次の（１）～
（３）のうちいずれか１つ以上に該当するプラン

（１）同一の福祉用具を複数貸与されている利用者のプラン

（２）要介護２で車いす、特殊寝台及び特殊寝台付属品、床ずれ
防止用具及び体位変換器、移動用リフトのいずれかを貸与されて
いる利用者のプラン

（３）要支援１，２及び要介護１のいずれかで上記（２）の福祉
用具を貸与されている利用者のプラン

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
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ケアプラン点検項目

1. 課題分析手法を用いたアセスメントが適切に行われているか（アセスメ
ント）

2. アセスメントの結果から生活課題と目標設定が行われているか、又その
上でのサービス計画になっているか（プランニング）

3. 特定のサービス・事業所に偏っていないか（公正中立・サービスの必要
性の検討）

4. サービス担当者会議が適切に行われているか（サービス担当者会議）
5. モニタリング・評価表を適切に実施しているか、支援経過を適切に記録

しているか（モニタリング）

6. 総合評価
個別評価と点検事業総括を作成しています。個別評価については、各担当
介護支援専門員に向けて作成をしていますので、ご確認ください。点検事
業総括に基づいて、全体の傾向をお伝えいたします。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
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課題分析手法を用いたアセスメントが適切に行わ
れているか（アセスメント）
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ケアプラン点検結果（アセスメント）
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社会資源（利用者、家族、地域、フォーマル・インフォーマルなサービスやサポート）の活用について検討が不十分

利用者の今後の生活の予測の検討について十分に捉えられていない

利用者の強みや弱みが十分に捉えられていない

基本ケアや疾患別のアプローチへの検討が不十分

必要な特記事項の記載が不十分

居住環境（居室や生活動線の見取図、段差、手すりの設置場所等）の記載が不十分

健康に関する情報（受診、既往・現病歴、服薬状況、栄養状態、口腔機能等）の記載が不十分

家族や支援者との関係性や背景を十分に捉えられていない

利用者像（生活歴や生活背景）をふまえた課題の抽出ができていない

アセスメントシートの提出がない、又は標準項目を満たしていない

課題分析手法を用いたアセスメントが適切に行われているか

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点１
（福祉用具の利用に関する情報収集）
◼居住環境（居室や生活動線の見取図、段差、手すりの設置場所
等）の記載が不十分

➢アセスメント情報の中に、利用者が福祉用具を利用されている
ことは確認できるが、それがどのように利用されているかの記
載をしておきましょう。

➢関連項目として、「必要な特記事項の記載が不十分」につなが
ります。福祉用具の利用が必要な、居住環境については、どの
場面で利用しているのか、特記事項などの自由筆記箇所を活用
して記載しましょう。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
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着目点２
（福祉用具を利用した暮らし）
◼利用者の今後の生活の予測の検討について十分に捉えられてい
ない

➢福祉用具を利用して、どのような暮らしの実現を図るのか（利
用者自身が福祉用具を利用してできることやできそうなことを
想定したり、家族の介助について軽減できそうなことなど）を
検討してケアプランへの位置づけを行いましょう。

➢検討の際には、これからの福祉用具を活用した利用者の状態像
（利用者の健康情報や疾患の留意事項を踏まえた暮らしぶり）
を利用者とともに共有し、ケアプランに反映をさせていきま
しょう。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
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アセスメントの結果から生活課題と目標設定が行われて
いるか、又その上でのサービス計画になっているか
（プランニング）
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ケアプラン点検結果（プランニング）
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週単位以外のサービスの記載が不十分、又は記載されていない

主な日常生活上の活動の記載が不十分、又は記載されていない

第2表に位置付けたサービスの記載が不十分、又は記載されていない

インフォーマルなサポートの位置づけが不十分

セルフケアの位置づけが不十分

サービス内容の記載が詳細でない

目標が抽象的な設定となっている

ニーズ、長期目標、短期目標が関連していない

長期目標、短期目標、援助内容の期間の設定に検討が必要

ニーズの設定が不十分、又は再検討が必要

（緊急事態が想定される場合）対応機関や連絡先・対応方法等についての記載が不十分

総合的な援助の方針欄の記載が詳細でなく不十分、又は第2表と関連していない

家族の意向や支援の記載が不十分

本人の意向の記載が不十分、又は本人の意向について代弁されていない

「初回・紹介・継続」「認定済・申請中」に記載が不十分

利用者の「望むくらし」にむけたケアプランとなっていない

サービスを利用（若しくは継続）する目的のプランになっている

アセスメント（課題分析）結果によるケアプランとなっていない

アセスメントの結果から生活課題と目標設定が行われているか、

又その上でのサービス計画になっているか

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点１
（福祉用具利用の目標とサービス内容）
◼目標が抽象的な設定となっている

➢福祉用具を利用して、どのような暮らしが実現できるのか、ア
セスメントの課題分析で検討した内容を反映しましょう（アセ
スメントの着目点２を参照）。

◼例えば・・・

➢短期目標「ひとりで起き上がりができる」

➢サービス内容「ベッドを一人でギャッジさせ、ベッド柵をもっ
て起き上がる。」「操作状況を見守る」

➢サービス種別「セルフケア」「福祉用具貸与」「家族支援」

◼「セルフケアの位置づけが不十分」や「インフォーマルなサ
ポートの位置づけが不十分」にも対応することができます。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点２
（ニーズの設定）
◼ニーズの設定が不十分、又は再検討が必要

➢ニーズは、「何に焦点を当てるとよいのでしょうか？」「利用
者の困りごとそのものを記載してよいのか？」「ニーズになり
得るものはすべて記載するのか？」など

➢利用者が生活を送るうえで必要な基本的要因が欠如し、その欠
如した要因が相互に関連し合い、負の連鎖となりながら、利用
者のおかれている、介護が必要な状況をつくりだしています。
（「七訂第2版 介護支援専門員実務研修テキスト上巻P.459」介護支援専門員実務研修テ
キスト作成委員会、一般財団法人 長寿社会開発センター（令和3年11月））

➢利用者の望む暮らしに向けて、解決すべき事がら（対応すべき
ことなど）を課題の「種」として明らかにします。合意が得ら
れたものをニーズとしてケアプランに位置付けていきます。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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生活ニーズの基本構造
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生活基盤ニーズ

（例） ・食事ニーズ
・移動ニーズ
・排泄ニーズ など

社会関係ニーズ

生活コントロールニーズ
自己コントロールニーズ

行動心理ニーズ

「ケアマネジメント原論 高齢者と家族に対する相談の原理と実践方法」岡田進一著、株式会社ワールドプランニング、2015年12月1日、P97より抜粋(一部改変）

〇生活基盤ニーズ：利用者が生活を送るうえで最も必要
なこと。具体的には、「食事、移動、排泄、整容、入浴、
調理、洗濯、掃除、買物、他者との連絡、金銭管理、服
薬、通院、安全で安心できる居室の確保など（ADLや
IADLのこと）
〇生活コントロールニーズ：自分自身の生活をコント
ロールしながら生活していきたいと感じること
〇自己コントロールニーズ：独力あるいは何らかの支援
を受けながら自分の行いたいことをやり遂げたいとかじ
ること（自律ニーズ）
〇社会関係ニーズ：人は他の人や地域社会と良好な関係
を築き、地域の中で自分にとって意味ある役割を果たし
たいと感じること
〇行動心理ニーズ：人は自分で決断したいと感じ、また、
自分で決断したことを成し遂げたいと感じたり（行動
ニーズ）、様々な感情や心理状況が生じた際、そのよう
な感情や心理状態を表現したい、あるいは感情や心理症
状を受け止め他の人に理解して欲しいと感じたりするこ
と（心理ニーズ）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター



ニーズ整理の工夫

◼ニーズは、原因や背景が同じものを、まとめて一つのニーズにする
ことができます。

◼例えば・・・

➢ニーズの種として、脳血管疾患の後遺症により片麻痺がある。「起
き上がりの介助」「移乗の介助」「移動の介助」「食事は座れば食
べる」「排せつの介助」など

➢利用者や家族の意向「自分で出来ることは自分で行いたい」「食事
は座って食べたい」「トイレはベッドから離れて行いたい」

ニーズ１「座って食事を食べる」（起き上がり、移乗、移動、食事）

ニーズ２「トイレに行けるようになりたい」（起き上がり、移乗、移
動、トイレ）

◼ニーズにならなかった種は目標やサービス内容につながります。「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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特定のサービス・事業所に偏っていないか
（公正中立・サービスの必要性の検討）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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ケアプラン点検結果（中立公正・サービスの
必要性の検討）
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医療系サービスの利用について検討が不十分

他サービスの利用についての検討が不十分

サービス利用の必要性についての検討が不十分

サービス利用が系列事業所になっており、本人・家族の選択の記載がない

特定のサービス・事業所に偏ってないか

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点（アセスメントとサービス担当者
会議で検討）
◼サービス利用の必要性についての検討が不十分

➢アセスメントで当該サービスが必要な状態や状況（環境）など
が把握され、かつ、そのサービス利用によって利用者がどのよ
うな暮らしを実現するかの検討がなされていることが必要です。
（アセスメントの着目点２参照）

◼他のサービスの利用についての検討が不十分

➢ケアプランに位置付けているサービスについて、認定の更新時
期、区分変更時期、その他、ケアプランの変更（サービスの追
加など）が生じた時点で、サービス担当者会議又は照会によっ
て、サービス利用の継続や変更に当たっての意見を受けるよう
にしましょう。（サービス担当者会議の着目点１参照）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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サービス担当者会議が適切に行われているか
（サービス担当者会議）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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ケアプラン点検結果（サービス担当者会議）
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次回開催日の記載、及び残された課題の記載が不十分

合意の上でケア方針が決定されていない

各担当者の役割が明確にされていない

医療系サービスの位置づけについて記載が不十分

福祉用具貸与のサービスの位置づけについて記載が不十分

各担当者の専門的な意見の記載が不十分

利用者、家族の意向、総合的な援助の方針、課題分析結果の共有が不十分

担当者会議を開催する目的が記載されていない

担当者会議出席者・欠席の職種・所属が記載されていない

担当者会議欠席者への照会が不十分

医師との連携が不十分

担当者会議の記録がない、又は記載が不十分

サービス担当者会議が適切に行われているか

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点１（福祉用具貸与と特定福祉用具
販売の運営基準のきまり）
◼「各担当者の専門的な意見の記載が不十分」と「福祉用具貸与
のサービスの位置づけについて記載が不十分」

➢居宅介護支援運営基準第13条第22号

「介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付
ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福
祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時
サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必
要性について検証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必
要がある場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければ
ならない。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点１（福祉用具貸与と特定福祉用具
販売の運営基準のきまり）
◼「各担当者の専門的な意見の記載が不十分」と「福祉用具貸与
のサービスの位置づけについて記載が不十分」

➢居宅介護支援運営基準第13条第23号

「介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位
置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画
に特定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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居宅サービス計画に必要な理由の記載

◼介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示につい
て（平成11年11月12日老企第29号）

➢別紙1（居宅サービス計画記載要領 第2表居宅サービス計画書
（2）⑧福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のサービスを必要
とする理由）

「福祉用具貸与又は特定福祉用具販売を居宅サービス計画に位置
付ける場合においては、「生活全般の解決すべき課題」・「サー
ビス内容」等に当該サービスを必要とする理由が明らかになるよ
うに記載する。なお、理由については、別の用紙（別葉）に記載
しても差し支えない。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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福祉用具サービスとサービス担当者会議

◼居宅介護支援運営基準解釈通知（老企第22号）

➢3運営に関する基準（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び
具体的取扱方針 ㉔福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅
サービス計画への反映（第22号、第23号）

「福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については、その特性と利
用者の心身の状況等を踏まえて、その必要性を十分に検討せずに
選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻害されるおそれがあ
ることから、検討の過程を別途記録する必要がある。このため、
介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福
祉用具販売を位置付ける場合には、サービス担当者会議を開催し、
当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記
載しなければならない。（後略）」「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研

修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
24



福祉用具サービスとサービス担当者会議

◼居宅介護支援運営基準解釈通知（老企第22号）

➢3運営に関する基準（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び
具体的取扱方針 ㉔福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅
サービス計画への反映（第22号、第23号）

「（前略）なお、福祉用具貸与については、居宅サービス計画作
成後必要に応じて随時サービス担当者会議を開催して、利用者が
継続して福祉用具貸与を受ける必要性について専門的意見を聴取
するとともに検証し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある
場合には、その理由を居宅サービス計画に記載しなければならな
い。（後略）」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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サービス担当者会議の要点（第4表）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

26

第4表

サービス担当者会議の要点

利用者名   様 作成担当者 作成年月日 年 月 日

開催日 年 月 日 開催場所 開催時間 開催回数

会議出席者 所属（職種） 氏名 所属（職種） 氏名 所属（職種） 氏名

利用者・家族の出席

本人： 【 】

家族： 【 】

（続柄： ）

※備考

検 討 し た 項 目

検 討 内 容

結 論

残 さ れ た 課 題

（次回の開催時期）

会議で話し合うこと（項目・議題）を記載します。
福祉用具貸与や特定福祉用具販売は、必ず話し合う項目としてください
（福祉用具貸与はサービス担当者ごとに検討項目として扱います。）。

福祉用具専門相談員等、福祉用具担当者や他のサービス担当者の専門的
意見を聴取し、その意見を記載します（照会した場合はその照会内容を
記載します。）。
聴取内容は、目的、必要性及び必要となる福祉用具を聴取し、疾病その
他の原因及びそれに起因する状態像が記載されていると理由と検証を含
めた記録になります。

その意見交換の結果、福祉用具貸与や特定福祉用具販売が必要
であるか否かの結論を記載します。



着目点２（ケアプラン原案が確定された
ことがわかるようにすること）
◼合意の上でケア方針が決定されていない

➢サービス担当者会議において、ケアプラン原案の説明と同意、
そして、合意がなされていることが確認できるように、第4表
サービス担当者会議の要点に記録をしておきましょう。

◼例えば・・・

「ケアプラン原案の説明と各担当者からの意見を通じて、利用者
と家族から当該原案について、修正なく同意が得られた。よって、
当該原案を確定したケアプランとして、利用者を含むケアチーム
で実施することに合意が得られた。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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モニタリング・評価表を適切に実施しているか、支援経
過を適切に記録しているか（モニタリング）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

28



ケアプラン点検結果（モニタリング）
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介護支援専門員自身が把握したこと、判断したこと、調整の状況等を整理して

記載できていない

支援経過記録に記載漏れ（時間、場所等）または工夫が必要

モニタリング結果の記録が不十分

モニタリング内容の記載が不十分、又は記載がない

モニタリング・評価表を適切に実施しているか、支援経過を適切に記録しているか

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点（モニタリング記録）

◼モニタリングの記録には、①運営基準にある1月に1回以上のモ
ニタリングの結果の記録と、②介護支援専門員としての日ごろ
の活動の記録が必要です。

➢①について

介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について
（平成11年11月12日老企第29号）別紙1（居宅サービス計画書記
載要領）第5表 居宅介護支援経過

「モニタリングを通じて把握した、利用者やその家族の意向・満
足度等、目標の達成度、事業者との調整内容、居宅サービス計画
の変更の必要性等について記載する。（後略）」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点（モニタリング記録）

➢②について
介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成11年11月12日老企
第29号）別紙1（居宅サービス計画書記載要領）第5表 居宅介護支援経過

「（前略）漫然と記載するのではなく、項目毎に整理して記載す
るように努める。第5表「居宅介護支援経過」は、介護支援専門
員等がケアマネジメントを推進する上での判断の根拠や介護報酬
請求に係る内容等を記録するものであることから、介護支援専門
員が日頃の活動を通じて把握したことや判断したこと、持ち越さ
れた課題などを、記録の日付や情報収集の手段（「訪問」（自宅
や事業所等の訪問先を記載）、「電話」・「FAX」・「メール」
（これらは発信（送信）・受信がわかるように記載）等）とその
内容について、時系列で誰もが理解できるように記載する。（後
略）」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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記録について
介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成11年11月12日老企
第29号）別紙1（居宅サービス計画書記載要領）第5表 居宅介護支援経過

◼モニタリングシート等について

「（前略）なお、モニタリングを通じて把握した内容について、
モニタリングシート等を活用している場合については、例えば、
「モニタリングシート等（別紙）参照」等と記載して差し支えな
い。（重複記載は不要）ただし、「（別紙）参照」については、
多用することは避け、その場合、本表に概要をわかるように記載
しておくことが望ましい。※モニタリングシート等を別途作成し
ていない場合は本表への記載でも可。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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記録について
介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成11年11月12日老企
第29号）別紙1（居宅サービス計画書記載要領）第5表 居宅介護支援経過

◼記録の具体性について

「（前略）具体的には、

・日時（時間）、曜日、対応者、記載者（署名）

・利用者や家族の発言内容

・サービス事業者等との調整、支援愛用等

・居宅サービス計画の「軽微な変更」の場合の根拠や判断
等の客観的な事実や判断の根拠を、簡潔かつ適切な表現で記載する。簡潔
かつ適切な表現については、誰もが理解できるように、例えば、

・文章における主語と述語を明確にする、

・共通的でない略語や専門用語は用いない、

・曖昧な抽象的な表現を避ける、

・箇条書きを活用する、

等わかりやすく記載する。（後略）」
「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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居宅介護支援経過（第5表）
例えば・・・

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

34

年月日 項目 内 容 年月日 項目 内 容

〇年〇月〇日 初回訪問 介護支援専門員証を提示し自己紹介後、重要事項 〇年〇月〇日 自宅訪問 【目的】モニタリングのため自宅訪問

〇曜日 重要事項説明 説明書、契約書、個人情報の取り扱いについて説明 〇曜日 モニタリング 本人は居室のベッドで横になり「寒くなってきた

〇時～〇時 契約 を行い、同意を得て契約書、個人情報使用同意書に 〇時～〇時 本人・妻と面接 から体動かしにくいけどなんとか動くようにして

アセスメント 署名（捺印）して頂く いる」と話す。気温の低下に伴い体を動かしにく

自宅訪問 本人の主訴・意向、身体状況や生活環境等について いが、レンタルしている歩行器を利用し1日1回は

アセスメントを実施する。 デイケアで習った自宅で行うリハビリプログラム

を実行するよう頑張っている。また、1時間おき

本人及び長男の意向を確認する に水分を取り、エアコンの温度の調節を行うなど

本人：「通所系サービスには行きたくない。転び 体調に気をつけている。

たくないため、手すりなどを借りたい。」 妻からも本人の体調は安定していると発言あり。

長男：「他者との交流や入浴介助のため、通所 妻の表情も前回の訪問時と変わりなく明るい

系サービスを週２回程度利用できると助かる。」 印象を受ける。

「また、転倒リスクが高いため、自宅環境を確認し 週1回程度、長女と近くのスーパーへ買い物に行き

手すりの設置等の助言もしてほしい。」 リハビリと気分転換を兼ねて外出を楽しんでいる。

現行のケアプランをもう1か月継続とする。

ケアマネジャーの所感 ※モニタリング記録 別紙参照

・本人は福祉用具貸与など自宅の環境整備のみを

希望しているが、長男は自宅の環境整備とともに

通所系サービスの利用希望あり。本人と長男の意向

に相違あり。



総合評価

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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ケアプラン点検結果（総合評価）
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継続的・計画的なケアプランの作成となっていない

利用者への説明責任についての記載が不十分

利用者自身によるサービス選択がされていない

医療サービスとの連携が不十分

自立支援の観点からのケアマネジメントの実践が不十分

ケアマネジメントプロセスが不十分

誤字・脱字が多い

各帳票の全般に記載漏れが多い

各帳票の記載方法について、第三者が読んでもわかりやすいよう書き方に工夫が必要

各帳票の日付が一致しない等がみられ、再点検が必要

総合評価

令和4年度 令和5年度 令和6年度

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点（目的としての自立と手段として
の自立）
◼介護支援専門員実務研修テキスト作成委員会「七訂第2版介護支援専門員実務研修テキス
ト上巻」令和3年11月、一般財団法人長寿社会開発センター

1. 利用者の望む暮らしについて、自己決定ができるように支援を行
いましょう

2. 自己決定を最大限尊重するため、利用者がサービス提供者などに
対して適切に発言できない場合などには、利用者の意向を代弁し
て、サービス利用の権利の擁護を行いましょう

3. 利用者の意欲を引き出すとともに潜在能力、利用者の強み、でき
そうなことを見出し、それを最大限に発揮できるように支援を行
いましょう

4. 介護保険法第2条第2項の規定にあるように、利用者の要介護状態
等の軽減または悪化の防止に役立つような支援を行いましょう

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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着目点（目的としての自立支援と手段と
しての自立支援）
◼ケアマネジメントを通じて考えること

➢利用者の選択を支える（そのために必要な情報の提供と利用者
の自立に必要な対応（事業所など含む）の提案）

➢提案を支えるのは、私たちのアセスメントが大切です。

➢ケアマネジメントに重要な柱は、利用者の意思決定支援です。

➢自立につなげるには、利用者自身ができることやできそうなこ
と、強みを見出す支援から、それらを具体的にケアプランに位
置付けることが重要です。

➢利用者の意欲に働きかけつつ、状態の維持や改善に取り組むこ
とを目指していきましょう。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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2.運営基準に関連して留意していただき
たいこと

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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1.課題分析標準項目の情報が収集できて
いるかどうか
◼令和5年10月16日介護保険最新情報vol.1178

◆新たな項目に「生活リズム」が追加されました。

➢アセスメントツールに、1日や1週間の生活リズムや過ごし方な
どについて、記載する部分があれば、必ず把握した情報の記録
を行い、無い場合は、様式に追加や自由筆記部分に記載するな
どして、把握した情報の記録をするようにしましょう。

◆「今回のアセスメント理由」を記載しましょう。

➢新規以外に、アセスメントごとに理由が必要です。アセスメン
トツールに記載する部分があれば、必ず把握した情報の記録を
行い、無い場合は、様式に追加や自由筆記部分に記載するなど
して、把握した情報の記録をするようにしましょう。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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2.運営基準に示す一連の業務がわかるよ
うに記録ができているか
◼居宅介護支援運営基準解釈通知（老企第22号）
3運営に関する基準（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針

「なお、利用者の課題分析（第六号）から担当者に対する個別
サービス計画の提出依頼（第十二号）に掲げる一連の業務につい
ては、基準第1条の2に掲げる基本方針を達成するために必要とな
る業務を列記したものであり、基本的にはこのプロセスに応じて
進めるべきものであるが、緊急的なサービス利用等やむを得ない
場合や、効果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、
業務の順序について拘束するものでない。ただし、その場合に
あっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事後的に可及
的速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サービ
ス計画を見直すなど、適切に対応しなければならない。」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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一連の業務が前後した場合
◼基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきものであるが、緊急的なサービス利用等や
むを得ない場合や、効果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、業務の順序
について拘束するものでない。

➢緊急的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効率的
に行った場合は、その背景状況や判断したことを、記録してお
きましょう。例えば、サービス担当者会議であれば、第4表
サービス担当者会議の要点や第5表居宅介護支援経過に記載す
る等しましょう。

◼ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付けられた個々の業務は、事後的に可及的
速やかに実施し、その結果に基づいて必要に応じて居宅サービス計画を見直すなど、適
切に対応しなければならない。

➢一連の業務について、業務間の関連は、明確にしておきましょ
う。例えば、〇月〇日のアセスメントは、〇月〇日のケアプラ
ンのアセスメントである。ということがわかるようにしましょ
う。（第5表の活用など）

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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3.軽微な変更を行った場合

◼指定居宅介護支援運営基準解釈通知（老企第22号）

3運営に関する基準（8）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具
体的取扱方針 ⑰居宅サービス計画の変更（第十六号）

「介護支援専門員は、居宅サービス計画を変更する際には、原則
として、基準第13条第三号から第十二号までに規定された居宅
サービス計画作成に当たっての一連の業務を行うことが必要であ
る。なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供
日時の変更等で、介護支援専門員が基準第13条第三号から第十二
号までに掲げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）
を行う場合には、この必要はないものとする。（後略）」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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軽微な変更について

➢介護保険最新情報Vol.959「居宅介護支援等に係る書類・事務手
続や業務負担等の取扱いについて」（令和3年3月31日厚生労働
省老健局）より

➢「居宅介護支援・介護予防支援・サービス担当者会議・介護支
援専門員に係る項目及び項目に対する取扱い」から「３ ケア
プランの軽微な変更の内容について（ケアプランの作成）」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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サービス提供の曜日変更

利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なもので、単なる曜日、日付の変更の
ような場合には、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

サービス提供の回数変更

同一事業における週１回程度のサービス利用回数の増減のような場合には、「軽微な変更」
に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

利用者の住所変更

利用者の住所変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

事業所の名称変更

単なる事業所の名称変更については、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられ
る。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラ
ン点検研修」公益社団法人大阪介護支援専門員

協会研修センター
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「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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目標期間の延長

単なる目標設定期間の延長を行う場合（ケアプラン上の目標設定（課題や期間）を変更する
必要がなく、単に目標設定期間を延長する場合など）については、「軽微な変更」に該当す
る場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

福祉用具で同等の用具に変更するに
際して単位数のみが異なる場合

福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の変更については、「軽微な変更」
に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

目標もサービスも変わらない（利用
者の状況以外の原因による）単なる
事業所変更

目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原因による）単なる事業所変更について
は、「軽微な変更」に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。

目標を達成するためのサービス内容
が変わるだけの場合

第一表の総合的な援助の方針や第二表の生活全般の解決すべき課題、目標サービス種別等が
変わらない範囲で、目標を達成するためのサービス内容が変わるだけの場合には、「軽微な
変更」に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。



「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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担当介護支援専門員の変更

契約している居宅介護支援事業所における担当介護支援専門員の変更（但し、新しい担当者
が利用者はじめ各サービス担当者と面識を有していること。）のような場合には、「軽微な
変更」に該当する場合があるものと考えられる。
なお、これはあくまで例示であり、「軽微な変更」に該当するかどうかは、変更する内容が
同基準第13条第3号（継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用）から第11号（居宅サー
ビス計画の交付）までの一連の業務を行う必要性の高い変更であるかどうかによって軽微か
否かを判断すべきものである。



軽微な変更について

➢介護保険最新情報Vol.959「居宅介護支援等に係る書類・事務手続や
業務負担等の取扱いについて」（令和3年3月31日厚生労働省老健
局）より
➢「居宅介護支援・介護予防支援・サービス担当者会議・介護支援専
門員に係る項目及び項目に対する取扱い」から「 ケアプランの軽
微な変更の内容について（サービス担当者会議）」
➢基準の解釈通知のとおり、「軽微な変更」に該当するものであれば、
例えばサービス担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければな
らないものではない。しかしながら、例えば、ケアマネジャーが
サービス事業所へ周知したほうが良いと判断される場合などについ
て、サービス担当者会議を開催することを制限するものではなく、
その開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているように、やむ
を得ない理由がある場合として照会により意見を求めることが想定
される。

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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サービス利用回数の増減によるサービス担
当者会議の必要性

単なるサービス利用回数の増減（同一事業所における週１回程度のサービス利用回数
の増減など）については、「軽微な変更」に該当する場合もあるものと考えられ、
サービス担当者会議の開催など、必ずしも実施しなければならないものではない。
しかしながら、例えば、ケアマネジャーはサービス事業所へ周知した方が良いと判断
される場合などについて、サービス担当者会議の開催を制限するものではなく、その
開催にあたっては、基準の解釈通知に定めているように、やむを得ない理由がある場
合として照会等により意見を求めることが想定される。

ケアプランの軽微な変更に関するサービス
担当者会議の全事業所招集の必要性

ケアプランの「軽微な変更」に該当するものであれば、サービス担当者会議の開催な
ど、必ずしも実施しなければならないものではない。
ただし、サービス担当者会議を開催する必要がある場合には、必ずしもケアプランに
関わるすべての事業所を招集する必要はなく、基準の解釈通知に定めているように、
やむを得ない理由がある場合として照会等により意見を求めることが想定される。



「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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「利用者の状態に大きな変化が見られな
い」の取扱い

「利用者の状態に大きな変化が見られない」の取扱いについて、まずはモニタリング
を踏まえ、サービス事業者間（担当者間）の合意が前提である。
その上で具体的には、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示につ
いて」（平成11年11月12日老企第29号）の「課題分析標準項目（別添）」等のうち、
例えば、
・「健康状態（既往歴、主傷病、病状、痛み等）」
・「ＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排泄等）」
・「ＩＡＤＬ（調理、掃除、買い物、金銭管理、服薬状況等）」
・「日常の意思決定を行うための認知能力の程度」
・「意思の伝達、視力、聴力等のコミュニケーション」
・「社会との関わり（社会的活動への参加意欲、社会との関わりの変化、喪失感や孤
独感等）」
・「排尿・排便（失禁の状況、排尿排泄後の後始末、コントロール方法、頻度な
ど）」
・「口腔衛生（歯・口腔内の状態や口腔衛生）」
・「食事摂取（栄養、食事回数、水分量等）」
・「行動・心理症状（ＢＰＳＤ）（妄想、誤認、幻覚、抑うつ、不眠、不安、攻撃的
行動、不穏、焦燥、性的脱抑制、収集癖、叫声、泣き叫ぶ、無気力等）」
等を総合的に勘案し、判断すべきものである。



記録について
介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成11年11月12日老企
第29号）別紙1（居宅サービス計画書記載要領）第5表 居宅介護支援経過

◼記録の具体性について

「（前略）具体的には、

・日時（時間）、曜日、対応者、記載者（署名）

・利用者や家族の発言内容

・サービス事業者等との調整、支援愛用等

・居宅サービス計画の「軽微な変更」の場合の根拠や判断
等の客観的な事実や判断の根拠を、簡潔かつ適切な表現で記載する。簡潔
かつ適切な表現については、誰もが理解できるように、例えば、

・文章における主語と述語を明確にする、

・共通的でない略語や専門用語は用いない、

・曖昧な抽象的な表現を避ける、

・箇条書きを活用する、

等わかりやすく記載する。（後略）」
「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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再掲



3.福祉用具をめぐる運営基準等の留意事
項

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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福祉用具をめぐる運営基準等の留意事項

1. 福祉用具をめぐる動向について

2. 居宅介護支援運営基準第13条第22号、第23号関係（1.令和6年
度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検結果について、
サービス担当者会議着目点1以外の項目について）

3. 介護保険最新情報Vol.1296（令和6年8月2日）「介護保険にお
ける福祉用具の選定の判断基準について」

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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1.福祉用具をめぐる動向について

◼令和６年度介護報酬改定の対応

① 一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入

② モニタリング実施時期の明確化

③ モニタリング結果の記録及び介護支援専門員への交付

④ 福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会を踏まえた対応

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター
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2.一部貸与種目・種類においける福祉用具貸与と販売の
選択制の導入について
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2.要支援・要介護1の者に対する福祉用具貸与について

「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

71

https://www.mhl
w.go.jp/content/1
2300000/0008758
75.pdf
令和７年１月１
５日閲覧

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf


「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

72

https://www.mhl
w.go.jp/content/1
2300000/0008758
75.pdf
令和７年１月１
５日閲覧

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000875875.pdf


「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

73



「令和6年度豊中市介護給付適正化事業ケアプラン点検研
修」公益社団法人大阪介護支援専門員協会研修センター

74



3.介護保険最新情報Vol.1296（令和6年8月2日）「介護保
険における福祉用具の選定の判断基準について」
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次のページ以降に拡大

https://www.mhlw.go.jp/content/001283760.pdf
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介護保険における福祉用具の選定の判断
基準の活用方法
1. 福祉用具については、その特性と利用者の心身の状況等とが
適応した選定が重要であることから、介護支援専門員は利用
者の状態像やその変化、介護者の介護力、居住環境等を踏ま
えた適切なケアマネジメントにより、必要な支援内容を多職
種協働による検討を通じて決定を行い、その支援の手段の一
つとして福祉用具の活用を居宅サービス計画に位置付けるこ
と。
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アセスメントに基づくケアプラン作成が大切になります。ケアプランに位置付けた福祉用具は、な
ぜ必要なのか、活用してどのような暮らしを目指すのかなどをアセスメントで明らかにし、サービ
ス担当者会議等を通じて、多職種の提案や意見を受け、利用者に適応した福祉用具の選定を行うな
どの検討のうえ決定をしていきます。



介護保険における福祉用具の選定の判断
基準の活用方法
2. 介護支援専門員が居宅サービス計画に福祉用具を位置付ける
場合及び現に福祉用具を使用している場合は、本判断基準を
活用し、本判断基準に示された「使用が想定しにくい状態
像」、「使用が想定しにくい要介護度」又は「留意点」に該
当している場合、サービス担当者会議その他の機会を通じて
福祉用具に関わる様々な専門職から、専門的な見地からの意
見を求め、その妥当性について検討し、自立支援に資する居
宅サービス計画の作成・見直しを行うこと。
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①介護支援専門員は、ケアプランに福祉用具を位置付ける際は、当該判断基準を活用すること。
②判断基準上「使用が想定しにくい状態」や「使用が想定しにくい要介護度」、「留意点」に該当
している場合は、サービス担当者会議等を通じて、福祉用具専門相談員をはじめとする各専門職と
妥当性の検討を行い、ケアプラン作成を行うこと。



介護保険における福祉用具の選定の判断
基準の活用方法
3. 福祉用具専門相談員をはじめ医師、看護師、作業療法士、理
学療法士、言語聴覚士、訪問介護員等といった福祉用具に関
わる専門職は、本判断基準に示された「留意点」や「参考情
報」を参照しつつ、サービス担当者会議その他の機会を通じ、
利用者の状態像やその変化、介護者の介護力、居住環境等を
十分に踏まえ、福祉用具が適切に選定され、かつ、安全に使
用されるよう、介護支援専門員に対して専門的な見地に基づ
き助言やサービス提供を行うこと。
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本日の振り返り

1. ケアプラン点検結果から、福祉用具活用に関するアセスメン
ト、ケアプラン作成、サービス担当者会議等の各プロセスの
再確認をお願いいたします。

2. ケアマネジメントの実施に係る記録について、モニタリング
記録や運営基準プロセスの再確認をお願いいたします。

3. 福祉用具の活用については、福祉用具専門相談員をはじめと
した各専門職種との検討による、用具の適用や選定を行いま
しょう。

4. 「介護保険における福祉用具の選定の判断基準」を活用して、
適切な福祉用具活用につなげていきましょう。
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